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一 ア メ リカ の ベ トナ ム介 入 の場 合 一
木之内 秀彦
.は じめ に
ベ トナム戦争をめ ぐっておそらくは大抵の人間が抱 く疑問であり、また今なお議論が続いて
いる争点の一つでもあるのは、アメリカの安全保障や経済的利益にとって今 日か ら見れば どう
考えても周辺的価値 しかなか ったような地域に、米国がピーク時で約55万もの兵力を投入する
ほど、愚劣なまでに大規模な関与を深めていった理 由は何か、という点にある。1954年春、デ
ィエ ンビエ ンフー攻防戦で フランス軍がベ トナム共産勢力側の軍勢に完敗 し、 フランスは勿論
アメ リカにも衝撃を走 らせた直後 に開かれた米上院外交委員会で、当時の米国務長官ダ レス
(JohnFosterDulles)`まこう言吾った。
東南アジアは約2億 の人 口を抱えていますが、その中でイン ドシナに住んでいるのはせい
ぜい2500万人ばか りです。東南アジアはゴム ・原油 ・錫などの宝庫ではあ りますが、 これ
らのいずれ もイン ドシナでは産 出されません。東南アジアには幾つ もの戦略的要衝があり
ますが、イン ドシナにあるのはたった一つ、サイゴンだけです。従 って私は、イ ン ドシナ
が東南アジアのシンボルであるとか、イ ン ドシナが失われれば東南アジア全域を共産主義
者に譲 り渡すことにつながる、 とい った見解は重大な錯誤である、 と考えてお ります(1)。
その後アメ リカがベ トナムで辿 ったのはまさに こうした 「重大な錯誤」の軌跡に他な らなか っ
・たのではなかったか。.ダレスの見解は異端だったのだろうか。それ とも 「手の届かなか った高
い枝の葡萄はす っぱい」と負け惜 しみをいった狐の寓話 よろしく、ディエ ンビエンフー陥落の
衝撃 と責任を希釈するために価値を否定 してみせる強弁を弄 しただけなのか。
じつのところ、アメリカが地上軍投入や北爆開始などでベ トナム介入を本格化 させてい った
1964-65年当時にあっても、或る評者によれば、 「ベ トナムにおいて米 国の利益に関わるよう
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なことはご く限 られている、 と見る点では一般的な了解が広範に行 き渡っていた」(2)という。
東南 アジアは西側世界 とくに日本の安定 と復興に不可欠と見 る、封 じ込め政策初期の米国の東
南アジア関与を支えた中心的な冷戦論理 も、60年代中葉の頃にはほとんど聞かれな くなった。
東南 アジアを、北の戦闘的な共産中国およびその手先の北ベ トナムと、南の親共産主義的なス
カル ノ(Sukarno)率いるイン ドネシアという 「ナッ トクラッカー」にが っちりと挟まれた胡桃
になぞ らえる危機の構…図(い わゆる 「北京 一ハノイージャカルタ枢軸」論)も 、65年「9・30
事件」の結果 としてのスカルノ失脚及びイン ドネシア、共産勢力の後退と、中国の どちらかとい
えばエネルギーを専 ら国内な らびに北のソ連に注 ぐ文化大革命とにより、あま り通用 しな くな
った(3)。他な らぬその頃にもアメ リカは自らベ トナムの泥沼にはまり込む 「愚行」をやめよう
とはせず、む しろ介入の度合いを強めた。今 日か ら見て理解に苦 しむこうした行動を当時の政




合理化の言説 として頻用 され、また一般にも知名度の高いものの一つはいわゆる 「ドミノ理
論(DominoTheory)」であろう。周知の通 りこれは、或る一国が共産化す ると、その近隣ない し
後続の国 々も ドミノ倒 しのように、半ば必然 として連鎖継起反応的に共産化する、 もしくは共
産陣営に迎合す る、 とみ る危機描写である。1954年4月7日、当時の大統領アイゼ ンハ ワー
(DwightD.Eisenhower)が記者会見で、ホー ・チ ・ミン(HoChiMinh)軍の攻勢によるイン
ドシナひいては東南アジア全域の共産化 の危機を 「ドミノ倒 し」にた とえたことで一躍有名に
なったが、発想その ものはそれ以前か らあった。前政権の国務長官アチソン(DeanG.Acheson)
は、次官当時の1947年始め、共産勢力の圧力 に曝されているとみえた トルコとギ リシアに米国
が援助を送 るべき理由としてこう述べた。
樽の中の りん ごがた ったひとつの(腐 った)り んごのためにすべて腐 って しまうように、
ギ リシアが崩壊すれば、イランを初めイラン以東のすべての諸国が危機にさらされるだろ
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う。 さ らには 、小 ア ジア、エ ジプ トを通 じて ア フ リカに 、イ タ リア 、 フラ ンス を通 じて ヨ
ー ロ ッパ に、 その影 響が 及ぼ され る ことにな るだ ろ う(4)。
その他 「ボーリングの ピン倒 し」、 「ころげ落ちる雪の玉」、 「バ ンドワゴン(へ の便乗)」
などさまざまな表現が使われ、アイゼンハ ワー自身 も 「ドミノ」発言の2週 聞後、今度はイン
ドシナを 「周辺アジア地域の全てが密封 された瓶のコルク栓」(5)にた とえたが、 これ らの何れ
も同工異曲であり、いわんとす る危機波及のプロセスは全て ほぼ同 じである。
ドミノ理論(型 の危機認識)は このように早 くか ら或 る程度人 口に謄麦 していたとはいえ、
その前提 と指示す る内容や含蓄は、 自他 ともを惑わす欺隔に少なからず まみれていた。
第1に 、 ドミノ理論は、勝手に ドミノに見立てられた国々の外部環境に対す る自主的な対処
能力 ・応答能力を無視 し、共産主義に当面すればなす術 もな く呑み込 まれるに違いない、と暗
黙裡に決めてかか っていた。第二次世界大戦 と脱植民地化に伴 う国内 ・域内の既存秩序の混乱
の下で国民国家を建設す る課題に東南アジア地域が迫 られた大戦後10年ほどの時期であれば、




く 「『アジア人はみな似ている』ので、アジア諸国もまたみな同 じ行動をとるだろう、 とい っ
た潜在的想定に由来 していた」(6)とい う。またガステニスも 「ドミノ理論はアジアの歴史 につ
いての救いがたいほどの無知、アジアの様 々な国や社会の相互の根本的な差異についての無理
解に起因 していた」(7)と記 している。 ドミノ理論の根因をアジアへの無知のみに求めるのは難
があるとして も、アジアに関する専門的な知見 と人材の活用が、関与の規模に比 して相対的に
乏 しい傾向が続いたことは否定できない。アメ リカのベ トナム関与の口火を切 った トルーマ ン
(HarryS.Truman)政権期、 「東南アジアに関心を持つ一握 りの国務省員 も、多 くの場合、ヨ
ーロッパ優先の職業訓練を受 け、他方、省内で実際の現地体験を積んでいる者は 『下 っ端』だ
とか、r現 地の人 間に近す ぎる』 として軽 くあ しらわれた」(3)という。こうした傾向は、ベ ト
ナム関与がいよいよ抜き差 しならな くな ったケネデ ィ、ジ ョンソン政権期に至 って も、両政権
で国防長官を務めたマクナマラ(RobertS.McNamara)の以下の述懐を読む限 り、さほ ど変わ ら
なか ったようである。
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私は[ケ ネディ政権参画時まで一木之内]イ ン ドシナに行 ったことなどなか った。そこの
歴史 も言語 も文化 も、そ して価値観 も知 らなかった。同じことは、程度の違いはあれ、大
統領のケネディにも、国務長官のディーン ・ラスクにも、国家安全保障担 当補佐官マクジ
ョージ ・バ ンデ ィにも、軍事顧問マックスウェル ・テーラーにも、その他多 くの者に も当
てはま った。ベ トナムに取 りかかろうとした時、我 々は 自分達にまった く未知の分野とい
える地域のための政策を策定する羽 目とな った。 さらに厄介なことに、我 々の政権は、我
々の無知を補 うべ く意見を仰 ぐような専門家を欠いていた。(g)
そ して 自責の念を込 めて彼はこう記 している。
もし我々が周囲にもっとアジア専門家を配 していたならば、中国とベ トナムについて、あ
れほどまでに単純な考え方 は しなか ったで あろう。キューバ ・ミサイル危機の ときにはこ
うした専門家が揃 っていた。ソ連問題に取 り組む際も然 りであった。 しか し東南アジアを
扱うとき、こうした専門家を我 々は欠いていた。
1968年時点で全米にベ トナム研究者は僅 か8人 との数字もあるほど人材が少なか ったとはいえ、
いたことはいたのだか ら、その意味で 「欠いていた(Welackedit)」(lo)とい うのは正確で
はない。政府部内の東南アジア専従スタ ッフが極度に不足 していたことを意味 しているのなら、
それはそれで問題 は一層深刻である。いずれにせ よアジ'アについての知見が政権上層部に十分
吸収 されなかった(或 いは吸収 しようと努めなかった)こ とに変わ りはない。それで も、アメ
リカがベ トナム介入を本格化させていた65年10月、一部のアジア専門家 は 「何よりも先ず念頭
に置 くべきことは、東南アジア諸国は、確かに類似 している点はあるけれ ども、同地域の如何
なる国といえども、他の国の複製品(replica)ではないとい うことである」 として時の大統領
ジョンソン(LyndonB.Johnson)に説得を試みた(H)が、無駄骨に終わ った ことは間違いない。
とい うのも、ラフィーバーによれば 「ジョンソンは一度 として ドミノ理論に疑問を抱いたこと
はなか った」(12)からである。アジア専門家によって こうした警告が発せ られたこと自体、ア
ジアの国々を 「他の国の複製品」と見る体質が存 していたことを、逆説的に示唆 していた。
第3の 欺購として ドミノ理論は、連鎖反応が 「中枢部」で発生 しようと、はるか遠方の 「周
縁」で開始 されようと、更に ドミノ配列のパターンや方向が どれほど遠回 りに見え ようとも、
一旦 ドミノが倒れだ したら、最後の ドミノ、す なわちアメ リカもいずれは倒壊の危機に曝 され
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る、との含意を忍ばせていた。
しか も第4に 、 ドミノ倒 しのイメージは、ひとたび倒れ始めたら、全面的で制御不可能なエ
スカ レーションに発展す る、 とい う言い知れぬ不安感をかきたてる暗示 も込め られていた。
第5に 、連鎖的共産化を自分で阻止する力が 「ドミノ」にはないと暗黙に自明視 された以上、
それを阻止する手だては、 ドミノのプロセスを分析 し、それを逆転する力を持つ域外超大国





膨張を阻止で きると、彼 らが依然推定 しているか どうかにかかっている。
また65年7月28日ジョンソン大統領(当 時)は 米軍大量増派を発表 した声明の中でこう述べた。
アジアの非共産諸国のほ とんどは、独力ではアジアの共産主義の日増 しに増大す る力 と野心
に抵抗す ることはできない。われわれの力が彼 らにとり絶対 に重要なタテで ある(14)。
ドミノ理論を地域関与を合理化す る言説として使 うとなれば、 ドミノが もし倒れた ら、その責
任は、 ドミノ倒壊阻止が 目的だったはずの、また阻止能力あ りと明示ない し暗示 してきたはず
の、その時の米政府の弱気 ・無思慮 ・誤断にあるとの批判を招 く余地 もあった といえよう。そ
れ以上に上述 した ドミノの諸前提の妥当性そのものが反駁 される可能性 も有 り得た。 しか し、
いかに欺購に満ちていようと、 ドミノ理論が一種の比喩であった限 りにおいて、それを論理的
に反駁す ることは、困難ではなかろうがその効果を減少させ るには役立たない。 とい うの も、
比喩による議論 は、主張の立証ではな く、主張の含意を描写 し説明すること、それによって主
張のもっともらしさを印象づけることを 目的に しているか らである(15)。
今 日より振 り返れば、イ ン ドシナ以外で 「ドミノ」は倒れなか った。ラオスとカ ンボジアの
共産化にして も、ベ トナムの共産化 との因果関連は ドミノ倒 しの一言で片付 くほど単純ではな
い。では ドミノ理論の妥当性は現実の検証に耐えられなかったことになるのだろうか。だがそ
もそ も ドミノ理論は、的中 しようとしまいと言い繕 うことのできるまことに便利な口上であっ
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た。 もし現実に 「ドミノ」が倒れた ら一勿論そうした事態は好ま しくないのだが一、 「我 々の
警告が当た った、言った通 りだ」 と言え ようし、一方、倒れなかった場合にそれを捉えて ドミ
ノ理論を批判するする者がいたと して も、 「アメ リカが踏んばったか ら倒れなかったのだ」と
言えようし、いざとなれば 「倒れな くて結構ではないか。それ とも倒れてほ しかったのか。」
と開き直 ることもできるという寸法である。 じじつ或 る研究によれば、こうした居直 りとも強
弁 とも受 けとれそ うな説明が従来なされてきた らしい(16)。
(2)その信懸
ことほど左様に欺購に汚染された 「理論」ではあったが、にもかかわ らず、 ドミノ理論 はア
メ リカの戦後外交史を通 じ、反共 目的の地域関与政策に対する支持を調達する国内消費用の レ
トリックの域を越え、歴代政権担 当者の信仰箇条 さらには一種のオペ レーショナル コー ドにな
った とさえ言い得 るのである(17)。アイゼ ンハ ワー前政権の戦略哲学に批判的だったケネディ
も、こと ドミノ理論に関 しては驚 くほどすんな りと受け継いだ。暗殺 され る直前の1963年9月
9日、NBCテ レビによるインタビューによると、
イ ンタ ビュアー:大 統領、いわゆる 「ドミノ理論」、つま り南ベ トナムが倒れた ら、残
りの東南ア ジナ地域 もそれに続 くという考えに何か疑問をお持ちで しょうか。
ケネデ ィ:い いえ。 ドミノ理論の言 う通 り、全 くその通 りだと思います。現在勝負は接
戦であると私は見ています。中国は巨大で国境のす ぐ向こう側に高 くそびえて見え
るため、 もし南ベ トナムが消失すれば中国にマラヤへのゲ リラ攻撃のための一段 と
好適な足場を与える結果になるばか りか、東南アジアの今後の大勢 は中国 と共産主
義の側にあ り、との印象を植え付けることにもな るで しょう。従いまして、私は ド
ミノ理論は正 しいと考えてお ります(1s)。
一読 して分かる通 り、ケネディの説明は、 ドミノ理論の正 しさを論証 したことにはなっていな
い。あ くまで も推定に過ぎない本来不可知の未来の事態を、あたか も既知の与件であるかの如
く論拠に据えるというこの倒錯 した論法 は、何 もケネディだけに限った話ではなか ったが、 と
もあれ こう した論法が国民に堂々と発信 されて罷 り通 ったことは、 ドミノ理論がそれだけ深 く
政権担当者の対外認識に根を下ろ していた ことの 「論証」にはなるだろう。
最近公開 されたベ トナム戦争たけなわの頃の米政府公文書をみると、当時と しては当面公開
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を予定 しない機密扱いの文書だったにもかかわ らず、国民に公に語 られたのと同 じ類の ドミノ
理論的危機描写が枚挙にいとまがないほど彩 しく散 りばめられていることに改めて驚かされる。
そ もそ も 「ドミノ」はメタファー、つまり或るものを別の或 るものに見立てる概念操作であっ
て、分析ではなかった。 しか し、か くも一見 ミス リーディングで致命的なまでに現実(と 思わ
れること)を 単純化 した このメタファーが、か くも流通 し絶大な効力を保 ったのは、一つには、
アジアを ドミノに見立てるという唐突で意外な、要す るに 「ハ ッとさせ る」よ うなその ミス リ
ーデ ィング性ゆえに、む しろ却 って論理を超越 して一瞬の うちに感性に直接訴える効果があっ
たか らで もあろう。 しか も ドミノの見立ては、それ以上は望むべ くもないほど 「分か りやすか
った」。 しか し 「分か りやすい」ことが 「正 しい」とは限らない。捉え どころのない混沌 とし
た現実をあるがままに認知する労力を省き、五感で直覚できる既知の 「何か」にたとえ ること





ら指摘 されてきた通 り、かつてナチスと日本の野望を初期に食い止められなか った ことが、彼
らのその後の膨張を促 し、世界大戦 につなが った と捉え る、いわゆる 「ミュンヘン ・アナロジ
ー」が ドミノ理論の背後 に働いていたこともまた間違 いなかろう。その限りでは歴史上の経験
に準拠 していたとも言える。特に東南アジアの場合、 日本軍がイン ドシナを足がか りとして ド
ミノ倒 しさながらに次々と侵略を重ねていった生々しい記憶が、ベ トナムを手始めに共産主義
者が東南アジアを順繰 りに併呑 してい くイメージに重ね合わせ られていたと言えるだろう。
「ミュンヘ ンの悲劇」が、それを青年時代に目撃 した世代 に当たるベ トナム介入当時の米政
府指導者たちに残 した教訓は、侵略を未然に或いは初期に阻止 しなければ 「侵略者」は益 々つ
けあが り、後にず っと悪化 した条件の下でこれに対抗 しなければな らな くなる、という一般に
も流通 している教訓だけではなか った。それはまた、アメ リカか ら見て遙か遠い、戦略的にも
低価値な場所からこそ実は侵略が開始されやすいことを示す先例 としても理解 されたのである。
ケネディ政権の国務次官を務め、政権上層部の中でベ トナム介入にほとん ど唯一人懐疑論を表
明 し続けたジョージ ・ボール(GeorgeW.Bal1)は1965年こう語 った。
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われわれは(中 略)過 去の経験か ら侵略が どこで起 こり、 どんな仮面をかぶ っていようと、
それに対処 しなければならないと認識するようになった。(中 略)1930年代に満州は、は
るかかなたに位置 しているように思えた。エチオ ピアもはるか遠 い所 にあるように思えたあ
ラインラン トの再軍備は、遺憾なことだが、戦闘の火蓋を切 ってまで防止するに値 しない
とみなされていた。だがその後オース トリアが、それか らチェコスロバキアが、 さらにポ
ーラン ドが侵略された。そ してそれが第二次世界大戦の発火点とな った(20)。
こうした教訓が指示す る意味の射程に捉えられれば、侵略の脅威に曝 されていると目され る地
域は、世界の如何なる位置にあろ うと、その後の推定 され うる全世界的危機が先取 りして充填
された係争地に格上げ され ることになる。そ して事実ベ トナムはこうして格上 げされた。
ほんの一突きで瞬 く間に全部が共倒れ となる ドミノ倒 しの見立ては、前節か ら示唆される通
り、その妥当性の吟味をバイパス して、世界のあらゆ る地域は相互に ドミノの如 く緊密に連関
しているのだ、 と視覚 的 ・図像的に直感させる効果を伴っていた。 こうした ドミノ理論型世界
像を補強 し、また逆にそれか ら補強されもした、一見当た り前で、その実奇怪 な地政学が戦後
アメ リカの対外認識を構成 していたことを確認 してお こう。1947年ギ リシアと トル コへの援助
予算案に関す る議会公聴会に出席 したアチ ソンは、もしソ連が トル コで成功す るなら、その影
響はイランにも及ぶだ ろうと予測 しなが ら次のように続けた。
イランはアフガニスタン、イン ドと国境を接 している。 … イ ン ドは ビルマ、イ ン ドネ
シア、マラヤ、そ して仏領 イン ドシナへ続 き … さらに中国へつながっている。 …
もしわれわれが、 これ ら要 となる国々を守 ることができない場合にはその影響は、この広
大な領域にまで及ぷことになることが指摘 されなければならない(21)。
アチ ソンは危機が本質的に伝染力を秘めていると訴えかけようとしていたのであろう。 しか し
その立論の拠 ってたつ ところは、単に 「地理上の隣接(或 いは近接)」 と 「そ うした隣接(近
接)の 連続」のみに尽 きていた。この論法でいけば、大海原に弧絶 したちっぽけな国でもない
限 り、世界のいずれの国も究極的には他のあらゆる地域とつながることになる以上、 どの国も
危機の伝染か ら免れ られないことになる。いずれにせ よこうした、単に地図を解説 しただけの
ような論法によって、殆 どの地域が危機の連動の対象に位置づけられた。
しか し 「大海原 に弧絶 したちっぽけな国」で さえ、次に示す もう一つの地政学論法の含意に
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従えば、危機の連関か ら免れ られそうにない。r1959会計年度合衆 国連邦議会対外援助 プレゼ
ンテーション」はこう主張 した。
ジブラルタル海峡を拒 し、地中海 と大西洋の双方にアクセスを有す る点でモロ ッコは高度
の戦略的重要性をもつ地域である。 … チュニ ジアは西地中海地域への進入路を押さえ
る位置にある。 … エジプ トと残 りの北アフリカの間に位置するリビアの独立は、北ア
フリカの防衛およびNATO南 方面の防衛にとって極めて重要であ る。 … セイ ロンは、
イン ド東南沿海に位置す る海路 と空路の交差点としての戦略的位置ゆえにアメ リカにとっ
て重要である。 … ビルマはSEATOの 我 々の二つの同盟国[タ イと東パキスタ ン
(当時)を 指す 一木之内]と 国境を接 してお り、 … 極東の二大国すなわち中国 とイ ン
ドを切 り離す地理的存在である(22)。
こうした地政学論法を承認す るならば、地球上で戦略的に 「無価値」な場所な ど一つ も有 り得
ないことになろう。大洋 に浮かぶ小 国です ら、地球が 「球」である以上、必ずや或る地域Aと
別の或る地域Bの 「間」に位置するという、馬鹿々々しいほど当た り前の地理的現実によって、
俄か にA、B両 地域に とっての 「戦略的意義」を付与 されることになって しまう。 もっとも、
レフラーも言 う通 り、戦後にな り軍事面でも民生面でも航空機への依存度が格段に増 した こと
か ら、安全な航空路 と飛行範囲をできるだけ長 く広 く確保 しておきたいという思惑 も背後にあ
ったのか もしれない。それに脅威 というものが、大海原を軽 くひとっとび して来襲することは、
日本軍による真珠湾攻撃を通 じアメ リカ人が身に しみて体験 した ことで もあった(23)。いずれ
にせ よこうして どの地域 も、それ以外の地域 にとっての何 らかの地政学的 ・戦略的重要性を例
外な く認定 され、世界はそのような 「戦略的価値」の連鎖で途切れることな く結 びつけられた。
全地域が こうした地政学的 ・戦略地理論的な観点か ら関連づけられた ことは、危機 もまた相
互 に連関 しうるとの認識の別の表現に他 ならない。このことはアチソンの発言からも読み取れ
よう。地域 と危機の相互連動 という捉え方は、 ドミノ理論、 さらには冷戦期(特 に中ソ対立が
公然化する以前)特 有の共産主義観 との間で補強 し合い、一種の循環論法に陥 った。つまり、
前提①:あ らゆる地域 と危機は隙間な くひ しめき合 った ドミノの如 く連接 している。
↓





結論②:従 って ドミノの如 く連接 した世界では危機は相互に連関する。
こうして最初の前提①に戻る。ここに中ソ対立が公然化す るまで続き、その後 もしぶ とく生き
残 った 「一枚岩的共産主義観」か ら生 じるもう一つの循環論法がつけ加わ った。それは以下の
ようなプロセスを辿 る。
前提①;共 産主義 は基本的には一枚岩であ り、全ての共産主義運動はクレムリンに指
揮 されている(つ まり脅威は相互連関 してい る)。
↓
結論①:従 って、共産主義者のホー ・チ ・ミンは クレム リンの回 し者である(一 般的
に言えることは個 々の事例にも当てはまる)。
次にやは り同様に、結論①がそのまま前提 となる形で、以下のようになる。
前提②:ホ ー ・チ ・ミンはク レム リンに仕える共産主義者である。
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結論②:従 って、脅威は相互に連関 しているとの想定は正 しい。
(一事が万事である)
こうして最初の前提①に戻る(24)。
ドミノ倒 しが想起 させる危機の無限増殖のプロセスは、永井陽之助 もつ とに指摘 したように、
共産主義を一種の病原菌に見立て、それを 「封 じ込め」て 「隔離」せんとす る冷戦期アメ リカ
特有の疫学的地政学(25)と実によ く親和 したと言えよう。 しか し、か くもその呪縛は強か っ
たとはいえ、ベ トナムへの介入を深めつつあった当時の米政府が一人残 らず こうした ドミノ理
論で凝 り固まっていたわけではない。前述の徒労に終わった警告を発 したアジア専 門家に限ら
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ず、この 「理論」を戒める意見は政府部内の他 にもあ った。1964年6月4日、シャーマン ・ケ
ン ト(ShermanKent)率いる情勢分析チームは、CIA長 官に一つの覚書きを提出 した。タイ
トルはずば りr南 ベ トナムの喪失は極東に 「ドミノ効果」を生むか?』 である。それによると、
南ベ トナムおよびラオスが失われたからとい って、直 ちに極東の他の諸国も連続 して共産
化するとは考えられない。起 こるとすれば一国また一国 と衝撃波が伝わるのではなく、極
東の全ての国に、同時一斉かつ直接の影響が生 じるであろう。 しか しおそ らくはカ ンボジ
アのみを例外 として、同地域内の一国た りとも、南ベ トナムとラオスの倒壊の結果 として、
直 ちに共産主義に屈服することなど有 り得ない。 さらに、同地域における共産主義拡大の
準行は阻止できないものではないであろうし、如何なる拡大が生 じるにせよ時間がかか
るだろう。そうした時間が経過す るうちに、あ らゆる情勢が、共産主義に とっては不利な
方向へ と変化する可能性 もある。(中 略)個 々の国がアメリカと手を切 って、どの程度共
産側へなび くかは、南ベ トナムとラオスが失われた後における米国の政策 の形式 と中身に
よって大 きく左右 され るであろう(26)。
しか しなが ら、ゲルブによると、大統領 ジョンソンは この答申以後、 もはや二度 とCIAの 意
見に耳を傾けようとは しなくなった(27)。
III.クレ デ ィ ビ リ テ ィ ・オ プ セ ッ シ ョ ン
(1)証言例
「或る国の共産化」が 「近隣ひいては世界大の連鎖的共産化」に発展す る力学について、理
性的な検証 に耐え得 る説明なり分析が政府 じしんの手で明示的になされた例 しは皆無に近 い、
と従来指摘 されてきた(28)。おそ らく、 ドミノ理論型の危機波及現象は、疑問の余地がないほ
ど自明であ り、 自明であるがゆえに証明不要とされたのであろう。それに、もし 「或 る国が共
産化」 した場合、その国が近隣諸国に対する破壊行為 ・軍事攻撃 ・ゲ リラ攻撃 の基地 とな りう
るということは、 「いかに もありそうな話」である㈱)。共産主義陣営が、少 な くとも表面上
は戦闘的な対決姿勢を繰 り返 し内外に喧伝 した時代にあっては、確かに 「ありそうな話」では
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あった。聞き手の側が難な く納得 して しまえるような話をわざわざ証明する必要はない。 もっ
とも、前章で述べた通 り、 ドミノ理論はそもそも 「理論」などとは とて も呼べた代物ではなか
った以上、それを分析 してみせた り明証す ることな ど初めか ら出来ない相談ではあ った。
しか し、 「或 る特定国の共産化」 と、 「近隣ひいては世界大の共産化 」とを連結 させる媒介
項を探すな らば、その一つは、 自分達の 「クレディビリティ(credibility)」に対するアメ リ
カのこだわ りに求め られると言 ってよいであろう。つま り或 る国が共産化すれば、近隣諸国ば
か りか世界 中でアメ リカの共産主義封 じ込めの能力や決意に関す る 「信頼度」、 「信葱性」が
崩れ、周辺地域はなだれを打 って共産陣営になびこうとするであろう、一方 「敵」はますます
増長するだろう、 と推定され たのである。ヘ リングも、 「ケネデ ィージ ョンソン政権の時代に
なると、(ベ トナム介入の格率 として)ド ミノ理論に取 って代わ り、ク レデ ィビリティの考慮
が前面に浮上 した」 と述べる(30)。ヘ リングの指摘は基本的に正 しいと筆者は考 えているが、
二つの点で些か不十分であろう。まず、既述の通 り、これら両政権下で も ドミノ理論信仰 は格
別廃れた様子はない。つ いで に言えば、次期政権で補佐官を務めたキ ッシンジャー(HenryA.,
Kissinger)は、アメ リカ外交を総括 した近著の中で、 ドミノ理論が 「定式化され、大原則 とさ
れた」ものと彼が位置づ けた1952年当時の 「国家安全保障会議(NSC)文 書」に同理論の妥
当性の分析や論拠が一切不在であることを指摘するかたわら、当人 じしん一方で 「ドミノ理論
自体は確かに画一的ではあるが、本来間違っているというものではなか った」 と、何一つ論拠
を示 さぬまま断定 している(3D。だがそれに も増 してここで確認すべきは、クレデ ィビリティ
を重視する姿勢は、程度の差はあ ったと して も、ケネデ ィ、ジョンソン政権 に限らず、戦後 ア
メ リカ歴代政権の地域関与政策に間断な く続いてきたことにある。
トルーマ ン政権 も例外ではない。1950年6月北朝鮮による南侵の開始を回顧 してアチソンは、
「この挑戦に尻込 みすれば、米国の力 と威信 は崩壊 したであろう」(32)と述べ、 トルーマ ンじ
しん 「もしわが国の保護下に作 られ、国連の行動 によって 自由を追認 された国を守るために行
動を起 こさないな ら … ア ジアばか りでな く、ヨーロッパや中東を初めとする他の地域で も、
ソ連と隣接 した諸 国民のわが国に対す る信頼が不 当なまでに損なわれる ことになろう」(33)と
語 った。
かねてか ら指摘 されてきた通 り、朝鮮戦争勃発の直前に至 るまで、米政府は、朝鮮には米国
にとって戦略的にも経済的に もこれ とい って重要性はない、 との冷めた判断に立 ち、コ ミッ ト
メン トを縮小する傾向にあった。 じじつ、49年初め統合参謀本部は 「朝鮮はアメリカにとって
ほとん ど戦略的価値がない」との合意に達 し、こうした判断から同年6月 末までに韓国駐留ア
zs
メ リカ占領軍の撤退が完了 した(34)。それだけに、こうした姿勢の180度転換 にも等 しいその後
の介入の理由は、決 して一つには絞 りきれないにせよ、 トルーマン、アチソンの前掲の証言お
よび当時における同趣 旨の証言を読む限 り、マ クマホンも言 う通 り 「米国のク レディビリティ
に対す る トルーマン政権の拘泥を抜きに して理解す ることは難 しい」(35)という解釈 に達 した
としても不 自然 とするには当た らない。
アイゼンハ ワー政権による地域関与の代表的な事例(レ バノ ン介入、金門 ・馬祖島危機、イ
ン ドシナ)の いずれにおいて も、クレディビリティへの配慮が確認できる。1958年7月レバノ
ンの動乱の際、同地域に派遣 された米軍の 「基礎的任務は戦闘が主体ではなかった」のであり、
むしろ 「アメ リカの用意と決意を示す こと」に置かれていた(36)。同政権国務長官ダ レスも同
年7月18日の閣議で、米軍を出動 させるのは、 「中東の危険な情勢がこれ以上悪化するのを阻
止す る」ためだけでな く、 「多 くの小国に、危機の際にはアメ リカは頼 りになれると安心させ
る」 ためで もある、と説明 した(37)。
金門 ・馬祖島をめ ぐる共産 中国と蒋介石台湾政府の軍事衝突の危機(1954年と58年)への対
応で も同様の考慮が働いている。アイゼ ンハワーによれば 「これらの島々には心理的な面以外
に重要性はない」(38)が、否そうであるか らこそ、これ らの島は台湾防衛に軍事的にみて不可
欠ではないとの結論でまとまっていた統合参謀本部でさえも 「一人[当 時陸軍参謀総長の リッ
ジウェイ(MatthewB.Ridgway)を指す 一木之 内]を 除いて全員が、これ らの島々の喪失は悪い、
恐 らくは悲劇的な心理的影響を与えるだろうという事実は認めていた。 したが ってこれ らの参
謀はわれわれが島を守るべきだと考えた」(3g)。心理的影響 とは、アイゼ ンハ ワーによれば、
米国が共産 中国に毅然た る対応を示 さぬ ことで、米国を頼みの綱 として きたアジア諸国の間に
生 じるであろう意気消沈に他ならない。 というのも、1955年2月、チ ャーチル(WinstonS.
Churchill)英首相 に宛てた彼の書簡に記されたように、 「西太平洋の非共産圏諸国一特に韓国、
日本、フィリピン、そ して勿論台湾 一はアメ リカが次に どう出るのかを、固唾をのんで見守 っ
ている」(4ωか らである。
東南アジアに示 した同政権 の姿勢 もこれ とほとんど変わ りはない。ダ レスによると 「東南ア
ジアの国々は、米国の威信 という観点を除けば、我々にとって必ず しも重大な意義をもってい
ない」(41)けれども、威信に関わる以上は、また 「彼[フ ル シチ ョフ(NikitaS.Khrushchev)
一木之内]は おそらく、極東 は西側の統一と決意を再度試すのに好都合の場所(中 略)と 考え
た」(ア イゼンハ ワー)(42)と見なされたか らには、 「国連の集団安全保障の原則は、(中 略)
死活的な戦略上の重要性を持 たない地域において も堅持 されなければな らない」とされたので
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ある(43)。
ベ トナムへの介入を加速 したケネディ、 ジョンソン政権時代に入 ると、クレディビリティへ
の執着は一段と深まった。それをおそらく最 も赤裸 々に告 白した例が、1965年3月10日国防次
官補マクノー トン(JohnT.McNaughton)のまとめた報告書(最 高機密扱い)で ある。それによ
ると、アメ リカが南ベ トナムに駐留する 「目的の70%は、(保 証人と しての我 々の評判 にとっ
て)屈 辱的な敗北を避けることである」 とされ、 「南ベ トナム(お よびその隣接の)領 土を共
産中国の手か ら守ることは、 目的の20%」を占める程度であ り、 「南ベ トナム国民がよ り良い、
もっと自由な生活を送れるようにすることは、駐留 目的のm%」 を占めるに過ぎない、と言明
され、最後 に 「『友邦 国を助ける」 ことは目的には含まれない」 と断言 されていた。ちなみに
同報告では、アメ リカが北ベ トナムに段 階的な軍事圧力を行使する目的 として、北ベ トナムと
「ベ トコン」の活動に禦肘を加えることと並んで、 「コ ミットメントを全うせん とする米国の
意気込みの程を世界に知 らしめること」が挙げ られていた(44)。こうした目的があればこそ、
「我 々は間違いな く約束を守 って きた。 リスクも敢えて引き受 けた。血 も流 した。 … 今後
も我 々は、他の諸国に特に関わって くるような将来の不穏な事態において米国が如何なる行動
を とるだろうか、 という予測に関す る、つまり彼 らの問題を処理する米国の政策 ・決意 ・能力
に関する彼 らの判断に影響を与えるような、或いは口実を与えるような、有害な外観(harmful
appearances)を呈することは避けなければならない」(45)。
こうした認識は翌66年になると、 さらにどぎつい表現を帯 びてきた。1月18日やはりマ クノ
ー トンが提出した覚書きによれば、
ベ トナムにおける米国の現在の 目標は屈辱を避けることにある。われわれが現在か くも深
くベ トナムに介入 して しまった諸 々の理 由は妥当性を失 ってはいない。 しか しそれ らは今
では概 して非実際的academicとな った。われわれがこれまでベ トナムか ら撤退 しなか っ
た理 由はただ一つ、即ち、保証人 としての我 々の評判を保つ こと、世界の残 りの地域にお
ける我 々の実効性effectivenessを保持す ること、 これに尽きる。我 々は友邦国を助 ける
ことなどには執着 しなかった。共産主義者に領土 と人間の追加分を献上す るのを避けるこ
と(こ の場合そ うした理 由か ら ドミノの国々は倒れていない)に こだわ ったので もない。
さらに言えば、所謂 「民族解放戦争」などは機能 しない ことを証明することに頓着 して き
たわけでもない(我 々の評判がかか っているなら話は別である)㈹ 。
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マクノー トンの このような陳述が当時の政府内でどの程度幅を利かせて いたかは定かではない。
しか し、筆者の知 る限 りでは、 こうした考えが極論 と して異端視 された ようすも、つまは じき
にされた形跡 も特に窺えない。それ どころか、ケネデ ィ、ジ ョンソン両政権で安全保障問題担
当特別補佐官をつ とめたマ クジョージ ・バ ンディ(McGeorgeBundy)も、ベ トナム介入の運命
を決 したとも評される、北ベ トナムへの持続的報復爆撃を勧告する内容の65年2月7日付け覚
書 きで 「ベ トナムで直接危機 に瀕 しているのは、アメ リカの国際的威信に他な らない」とした
上で、こう記 した。 「ベ トナムにおける我々の姿勢 には、直そうと思えば直せる一つの弱点が
ある。す なわち、それは、アメリカ人には、必要な行動を採 り最後まで頑張 り抜 く意志 も実力
も忍耐力 も決断もない、という巷間に流布 している評判がそれである。 これこそ、我々が ここ
に持続的報復政策を提案する最大の理由である」(47)。当時の国務長官ラスク(DeanRusk)も
回想録の中で こう述べた。
ベ トナムにわれわれの国家としての名誉が賭けられている、と私は感 じていた。名誉 とは、
或る王侯が近隣の王侯か ら辱めを受 けたといった類の、どうで もいいような18世紀的観念
ではない。 この言葉、すなわち 「名誉」こそは、わが国の死活に最 も深 く関わ る問題なの
である(48)。
それでは どうして歴代のアメ リカ政府は これほどまでクレディビリテ ィに執着 したのであろう
か(49)。
(2)理由
アメ リカがクレデ ィビリテ ィにか くもこだわ った理由を、ギ ャディス、マクマホ ン等の分析
を参考に整理すれば以下の通 りに大別できる。
第1に 、米 国が屈辱を受ければ 「敵」に弱 さを印象づけ、敵はますます図にの って侵略を増
強するであろうと仮定する 「ミュンヘ ン ・アナロジー」があった。
第2に 、全世界の安全保障は、その大部分がアメ リカの態度如何にかかっていると思い込む
戦後米国特有の責任感 ・使命感が指摘できる。
第3に 、核兵器の出現で俄然注 目度が急上昇 した、戦後国際政治構造におけるパ ワーの認知
とい う問題を重視する傾向が挙げられる。
第4に 、大統領の個人的なプライ ド、面子への執着が国家 としてのアメ リカのク レデ ィビリ
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ティへの配慮に合体 した面があった。
第5に 、米国が共産主義を前に 「後退」する屈辱を受けることで、アメ リカ国内が分裂する
ことへの恐怖感が政権 内にはあった。
第6に 、米ソ対立が、 どち らの体制が良いかの価値判断をめ ぐる人気獲得競争、人心収撹競
争で もあると位置づける傾向 も背景にあった。
もとよ りこれ らは相互に重複あるいは関連 さらには補強 し合う関係にあった と見た方がよい
であろう。また これ らは、その一つ一つを とって も一篇の独立 した論稿を要する トピックでも
あろうが、 ここでは詳述する余裕はない。さ し当た り、アメリカのベ トナム介入の 「論理」を
地域介入の正当化 ・合理化の言説 という角度か ら考えるという本稿の 目的に関連す る限りで、
以下順を追 って瞥見 しておくに とどめたい。
① 「ミュンヘ ンの教訓」
1965年7月28日ジョンソン大統領 は次のような声明を発 した。
ベ トナムで降参 しても、それは平和をもたらさない。なぜならわれわれは ミュンヘ ンでの
ヒ トラーの行為か ら、成功は侵略の食欲をさらにそそるにす ぎない ということを学んだか
らである(50)。
侵略者に毅然とした対応を示さねば侵略者は味を しめてさらにの さばるだけ、 と見る 「ミュン
ヘ ンの教訓」が適用 され るべき新たな侵略者は共産主義者で あり、それを阻止すべきはアメ リ
カの役まわ りとなった。ラスクは65年こう述べた。 「もし米国の コ ミッ トメン トが信頼できな
いと受け取 られるようになれば、共産主義者は我 々の壊滅、そ してほほ確 実に破局的な戦争へ
と至 るような結論をそこか ら引き出すであろう」(51)。
共産主義者を ヒ トラーになぞらえる類比が今 日か らみて如何に馬鹿げていようと、当時にあ
っては被害妄想では済まされなか った。事実、早 くも1946年6月18日、元ソ連外務人民委員 リ
トヴィノブ(MaximLitvinov)は執務室でCBSの 記者 リチ ャー ド・C・ホテ レッ トによるイ
ンタ ビュー(ソ 連の秘密警察 に盗聴されていた)に 応 じて、 ソ連の指導部は 「領土 という観点
か ら安全保障を構築 しよとす る時代遅れの考え方」を選択 して しまった、と 「告白」 し、 「君
達は獲得す る領土が多ければ多い分だけ安全になれる」が、 とした上で こう言 った。
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西側は、 もし現在 のソ連の要求に応 じれば、いずれは近 いうちに、次の一連の要求にも直
面することになるだろう(52)。
なるほど確かに、ケネディ、 ジョンソン政権期になると、中ソの対立は公然 と化 した上、ギャ
ディス も言 うような 「ソ連 は既にデタン トに深 く関わっていた」 と捉え る見方 もまた当時の政
策文書で確認で きるほか、ソ連以上に危険視 されるに至っていた中国も、その好戦的な レトリ
ックとは裏腹に、内部は依然脆弱で米国との間で高度の戦争を本格的に構えるに足 る基盤はま
だ整備されていないとの観察 も加え られてはいた(53)。その限 りで ドグマ化 していた中ソー枚
岩観を前提 とする従来の硬直 した対共産圏政策に迷いが生 じ、政策の調整を模索す る過渡期に
入 りつつあった ことはほぼ間違いないとしても、共産主義その ものの危険性まで もが否定され
たわけではない。 じじつ1963年1月ケネデ ィじしん議会で述べた通り、 「中ソ論争 なるものは、
しょせん 自由世界を葬 り去 る最善の方法をめ ぐっての内輪の論争に過ぎず、西側にとっては朗
報で も何で もない」 と捉えるのが当時の米政府の基本的な立場で もあった(54)。それ に、欧州
では米 ソ間で互いの縄張 りを黙認する凍 り付 くような 「現状維持」の 「合意」が暗に成立 して




以上 とも関連す る第2の 理 由として、アメリカは自由世界の押 しも押 されぬ盟主 として、そ
の一挙手一投足が全世界か ら注 目されているに違いない、と思い込む、時に痛 々しいまでに過
剰な責任感 と使命感の存在を指摘できるであろう。1961年11月14日ケネディは、南ベ トナムで
米国が とる行動は 「米国政府の意図と決意を測 る尺度 として(中 略)鉄 のカーテンの両側から
じっと見守 られている」と語 った(56)。64年1月17日マクナマラは大統領 に提出した覚書きに
こう記 した。
アジアの残 りの地域、および他の地域で共産主義の脅威 に曝されている重要な場所の人間
の 目には、南ベ ト.ナムは、アメ リカの決意を測る試金石であると共 に、 「民族解放戦争」
にアメ リカが対処する能力があるか どうかを測る試金石であるとも映っている(57)。
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金門 ・馬祖 島の危機の際にアイゼ ンハワーもまた類似の発言を したことは既に紹介 した。 ジョ
ンソン大統領 もまた、 「われわれは世界の保護者になることを望みは しなかった。 しか しほか
に誰 もいなか った」(58)と述べたものであ る。
1965年4月7日ジョンス ・ホプキンス大学で ジョンソンが述べた言葉、すなわち 「ベル リン
からタイに至るまで、地球上の全域において、たとえ攻撃を受けても米国を頼 りにすることが
できる、 という確信にその安寧が或る程度支え られている国々が存在す る。であるか らには、
ベ トナムをその運命のなすがままに放置することは、アメ リカのコ ミッ トメン トの価値そ して
アメ リカの約束の価値に対す るこれら全ての人 々の信頼を動揺 させることになるであろう」
(5g)という発言と似た りよった りの証言はこの当時の政権担 当者の口からひっき りな しに語 ら
れているが、この場合、米国に寄せていた信頼を取 り下げる候補 として米政府 に危惧されたの
は、周辺ア ジア諸国もさることながら、NATO諸 国で もあった。アーネス ト・メイによれば、
ラスクは じめ政権i上層部が 「特 に憂えていたのは、NATO加 盟諸国を初めとするアメリカ同
盟諸 国に、アメ リカがいざという時自国防衛に駆けつけて くれないのではないかという疑問を
抱かせるよ うになることであった」(60)。既に引いた通 り、朝鮮戦争の際の トルーマ ンの発言
にもこうした配慮が確認できる。マンデルボウムは、 「NATOの 歴史 は、米国に見捨て られ
るのではないか、 とい う不安で一杯のヨーロッパ諸国に対 し、決 してそんなことは しないから、
とアメ リカが慰める歴史であった」 とす ら記 している(61)。とすれば、アメリカは、 自分はは
るば る海を渡 ってで も同盟国の防衛に馳せ参 じる頼 りになる存在なのだと、絶えず身の証 しを
立てる必要を感 じていたのであろう。
③認知の問題
クレディビリティは、当然の ことなが ら、定義上、 自己申告で成立す るのではな く、他者に
よる認知 と承認をまって初めて成立する。従 って クレディビリティ重視 とは、換言すると、 自
分のパ フォーマ ンスが他者の目にどう映るか、その外観 ・印象に気を配 る自意識過剰の傾向に
他な らない。それは、他者の目に肯定的なイメージを植え付けよう、植え付けたその自己イメ
ージに合わせ ようとす る克己心(と おそらくは虚栄心)の 現れである一方で、自由世界の盟主
にして世界最強国というアメ リカ目身の自負 とは裏腹に、はた して期待に応えていけるだろう
か、 という一抹の不安あるいは 自信の無 さを も同時に物語 っているように思われるが、いずれ
にして もこうした傾 向は冷戦期特有のゼ ロサム ・ゲーム的な対 ソ連認識で強まった。
1950年トルーマ ンに承認され、以後長きにわたってアメ リカ冷戦政策の指針にな った とされ
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る 「国家安全保障会議文書第68号(NSC68)」によれば、
我 々および他国に、我 々の制度に対する崇敬を生ぜ しめている全てのものが恰好の攻撃対
象である以上、それらはまた … 我々が恥をかきそうな場所、屈辱に甘ん じるか もしれ
ない場所な らどこでも見過ごす手はない、 と考えているク レムリンの計略におあつ らえ向
きの好餌 ともなるであろう(62)。
アメ リカの屈辱、つま り世界大国 としての米国の威信が傷ついたとの 「印象」す ら自分の利益
に通 じると、ゼ ロサム ・ゲーム的にソ連が見な しているものと想定され た以上は、米国のある




開されてきたことは良 く知 られているところであろう。認知 という心理的要因の重視は、ひと
りアカデ ミズムの戦略論や認知科学の専売特許に留まらない。1961年7月5日、当時の国務次
官ボールズ(ChesterBowles)は「威信、影響力、イメージ、イデオロギー とい った非実体的
なものこそが、今 日、 目的遂行 と計略のために最 も重要な手段 となった」㈹)と綴 った。ケネ
ディ自身、キューバ ・ミサイル危機を振 り返 り、実際に ミサイルが配備 されれば 「政治的均衡
が崩 れたように見えただろうし、そ う見えること自体が一つの現実を生みだす」 と語 った とい
う(64)。
しか し認知が重要 とはいって も、実際には自分に対す る他者 とくに 「敵」側の認知を こちら
が専 ら 「推測」するに過 ぎない以上、その推測の当否の検証は、冷戦が続 くと仮定 された限り、
不可能であり、従 って とめ どもない疑心暗鬼に陥る危険 もそ こには孕まれていた(65)。
④個人的な面子
ジ ョンソン大統領は 「我々は1959年以降、一国た りとも共産主義に譲 り渡 していない」とこ
とあるごとに吹聴 し、 「自分はベ トナムを失うつ もりはない。 自分は、中国が失陥 したのと同
様に東南アジアが失陥す るのを目撃する大統領には断 じてな らない」 と息巻いたという(66)。
ベ トナムに関与 した歴代米政府の全てに等 しく該当するとは言い難いが、 こうした証言から
窺え るような、大統領個人のプライ ド、面子が、国 としてのアメ リカのクレデ ィビリティに翻
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訳される傾向もあった。この ことは、ケネデ ィの場合にも確認できる。
フルシチ ョフによるベル リンの壁の構築(1961年)、キューバ侵攻作戦の無様な失態(ビ ッ
グス湾事件、61年)、米 ソ間のラオス中立化合意(62年)などにより、共産主義に対 して腰が
引けていると批判 されたケネディは、汚名を返上 し、気骨のあるところを誇示 しうる好機 と舞
台を探 していた とされる。61年6月ウィーンでのフルシチョフとの頂上会談の直後にも、彼は
こう言 った。 「いまや我 々は、米国のパ ワーを信懸性のある(credible)ものにするとい う問
題に当面 している。ベ トナムこそ問題解決の場にふ さわ しい」(67)。
ベ トナムこそ面 目を施すに好適 とみる認識の背景 として、 自らも属す民主党が トルーマ ン政
権期に働 いた中国 「失陥」の 「前科」を払拭 したか ったこと、大統領戦で、ケネディを共産主
義に軟弱だと終始批判 した対立候補のニクソンを辛 うじて僅差でかわ した手前、そうした批判
が失 当であることを立証する必要 にそれだけ強 く駆 られていたことも推定できる(68)。
ゲ リラ戦に対処すべ ぐ、統合参謀本部の強い難色を押 し切 りケネデ ィの個人的イニシアチヴ
の下で創設 され、南ベ トナムに派遣された 特殊部隊(い わゆる 「グ リー ン ・ベ レー」)も 、ケ
ネディの自尊心 と決 して無縁ではなか った。 この組織に、共産主義に対決する姿勢 と、神 出鬼
没の共産ゲ リラに如何 ようにも対処 しうる同政権の能力 とを印象づ ける象徴 としての意義 も付
与されたことは、その訓練風景がマスコ ミに積極的に一般公開された事実か らも窺える。 ちな
みに隊員 自身はこうした一般公開を、 「デ ィズニーランドショー」 と自嘲 していた。ともあれ、
最新軍事技術に精通 したスマー トな専門家であると同時に、密林を熟知 し、いざとなれば素手
やナイフー丁だけでも闘えるタフな連中、 というグ リーン ・ベ レーが醸 し出す硬軟両様のイメ
ージは、一方でケネディ政権が 自任 した合理的知性 と、他方、西部劇のガ ンマ ンに体現 される




アメ リカ政府(特にジョンソン政権)が 米国のクレディビリテ ィ失墜を極度 に恐れた理由の一
部は、もしアメ リカがベ トナムを 「失った」と受け取 られた場合に、他ならぬアメ リカ国内で
生 じるか もしれない非理性的で制御不可能な反応に対する憂慮にも求め られるであろう。1961
年11月11日、ラス クとマクナマラが共同でケネデ ィに提出した覚書きによれば、
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もし南ベ トナムを共産主義者に失陥すれば(中 略)他 の地域 における米 国のコ ミットメン
トの クレディビリテ ィを失墜させることになるばか りか、アメ リカ国内において毒 々 しい
論争を触発す ることになろうし、過激な分子がそれにつ け込んで、 この国を分裂 させ、政
府を悩ます ことになろう(70)。
ジョンソンはこうした懸念を さらに強 く抱いていたようである。大統領退任後の1971年、現職
当時を振 り返 り、 もし米国が南ベ トナムを共産主義者に譲 りわたすようなことがあれば、 とし
てこう続けた。
このアメ リカにおいて、私の大統領職を粉砕 し、私の政権の息の根を止め、われわれの民
主主義に深手を負わせ るような果て しない全国規模の論争、卑劣で破壊的な論争が生 じた
ことであろう。中国が共産主義者に奪取 されたその 日か ら、ハ リー ・トルーマ ンとディー
ン ・アチソンは彼 らの実効性を失 って しまったことが私の頭に去来 していた。私は、中国
失陥が、ジョー ・マ ッカーシーがのさばり出した ことの大きな理由であると信 じていた。
ベ トナムを我 々が失 った場合に生 じるか もしれぬこうした事態に比べれば、これ らの[ベ
トナムへの軍事介入を続行す ることに伴 う]問 題の全てなど、取 るに足 らない ことだと考
えたのである(71)。
しか しなが ら、国内保守勢力か ら第二のマッカーシズム ともいうべき猛反発に曝 されること




がその安全保 障上の責務を果たす意志 も能力 もないとの印象が我々の同盟国に及ぼすであ
ろう悪影響 も恐れていた。 しか しこれ らの懸念のいずれにも増 して彼は、 ソ連 と中国が覇
権を確立 しようと決意 しているものと確信 していた。南ベ トナムの奪取はその第1歩 だと
見な し、それを阻止することを彼は固 く心 に決めていたのである。こうした考え こそ、以
後5年 間、ジ ョンソンと彼の政策を規定 した ものに他な らない(72)。
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もっともジ ョンソンの場合、 自他 ともに任ずるその卓越 した議会操縦能力 とは対照的に、外交
処理能力 については大統領就任時か ら大いに疑 問視 されていた。また、ダ レックによると、内
政上 ・外交上を問わず アメリカの当面す る問題 には、国民全員が一致結束 して 当たらねば解決
はおぼつかないとする不動の信念の持ち主 であったともいう(73)。そうであれば、南ベ トナム
「失陥」によって生 じ得るマッカーシズムの再来のような米国内の分裂をことのほか心配 して
いたとして も怪 しむには足 りない。
だがベ トナムに踏み とどまる政策は、周知の通 り、結局のところ皮肉にも、 ジョンソンが恐
れた国内の分裂、 しか もアメ リカの根本価値と存在意義への深い自責 と自己嫌悪 という反共 ヒ
ステ リア以上に深刻な トラウマを刻印する分裂を帰結 した。キ ッシンジャーは こう記 している。
「ベ トナム戦争の結果 として倒れたおそ らく最 も深刻で最 も有害であることが確かな ドミノは、
アメリカ社会のま とま りであ った」(74)。
⑥人心収撹
冷戦が、米ソによる、それぞれの体制や価値 をめ ぐっての世界大の人気獲得競争 としても位
置づけられ る傾向にあったことは大方の了解が得 られるところであろう。 トル ーマ ン政権 は、
自らも煽 りたてていた冷戦構造を、個人の 自由を基礎とす る生活様式 と、自由の圧殺を特徴と
する全体主義的な生活様式のいずれを選ぶのか、世界中が選択を迫 られている状況 と描いてみ
せた(75)。これに限らず当時、共産陣営との対立状況を評すべ く同政権iによって動員 された幾
多の大げさで黙示録的な表現に、実は危機感を劇的に喚起 して政策への支持を調達 しやす くす
るための当座限 りの恣意的誇張が混 じっていた ことは政策立案者 じしん も認めていたところと
はいえ(76)、米 ソ冷戦を地球規模の人気取 り競争 とも捉える姿勢は トルーマン以降の政権にも
継承 されていく。 「国際共産主義」の脅威に直面 して 「アメ リカ的生活様式」全般 の真価が問
われているとの観念で固まっていたアイゼンハ ワーが、欧州に比 して米 ソの 「縄張 り」が未確
定の、言い換えると、米 ソどちらの体制に投票するか有権者の態度がまだ定ま っていない低開
発地域に対する非軍事面の援助合戦を、ソ連 との間で繰 り広げた ことは、石井修が詳 しく紹介
した通 りである(77)。
60年3月ケネディは、今や世界は 「『東』とr西 』のどちらを選ぶべ きかをめ ぐって危 うい
均衡状態にある」 とし、 「アフリカ、中米、ア ジアの人々が未来への秘訣と希望のよすが とし
て、モスクワと北京を仰ぎ見 る事態などは想像 もした くない」と述べた(78)。か くして61年5
月、議会で彼は豪語 した。 「これは力の競争だけでな く、意志 と目的の競争でもあ り、領土を
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め ぐる闘争 というだけでな く、心 と魂の獲得をめ ぐる闘争でもある」(7g)。この当時は、ソ連
によるスプー トニ ク打 ち上げ成功(1957年)で米国の技術優位の通念が崩れかけ、また、クル
ーグマ ンも指摘の通 り、ソ連経済が経済成長実現の点で自由主義陣営 より 「本質的に優れてい
る」可能性があり、70年代末には米国経済を凌駕する公算が大きいとする予測が、エ コノ ミス
トの間です ら有力な論調となっていたほどソ連経済の 「好調」が一部で大真面 目に信 じられた
時期で もある。それだけにアメ リカの制度と価値の品質が信頼に足ることを1改 めて世界に売
り込まねばならない、 との焦燥に前政権以上に駆 られていた と考え られよう(so)。
(3)陥穽
ケネデ ィ、ジョンソンが共に最 も恐れるようにな ったことは、ギ ャデ ィスによると、ソ連や
中国あるいは共産主義 それ自体 というより、む しろ米 国が 「侮辱 され ること、軟弱に見えるこ
と」にあった(31)。地域介入の背後にもこうした心理が働いているのなら、 「ベ トナムが重要
だか ら戦う」というよ りはむ しろ、ベ トナムで 「戦うとい う行為」が米国のクレディビリティ
を実証する象徴 として重要だか ら戦 う、 ということになるであろう。本来ある特定の 目標(ベ
トナムの共産化阻止)実 現のための 「手段」であるべ き軍事的関与それ 自体が 自己 目的化する
危険が ここに潜んでいた。
アメ リカの威信を実証す ることが重要であるなら、関与の対象は何もとくにベ トナムでな く
ても良いことにもなるであろう。 しか しアメ リカに関与地域の選択権は無か った。選択権を自
ら放棄 した と言ってもよい。 トルーマン政権以 降、歴代米政権 は、現実のアプローチに違いは
あるものの、全世界に普遍的に関与する姿勢を公約 とした点ではほぼ一貫 していた。 トルーマ
ン期のNSC68は、 「どの地点であれ、自由な体制の敗北は、全ての地点における敗北を意味
する」(82)と断定 し、アイゼ ンハワー も53年1月20日の就任演説で、 「自由その ものと同 じく、
自由の防衛 も一 にして不可分であると考え、我 々は、すべての大陸と民族 に等 しく配慮 し、敬
意を払 う。我々は、ある人種、ある民族が他 より劣 っていて犠牲にな りうるという考え方をい
かなる意味でも拒絶する」(83)と誓 った。彼はまた57年1月の一般教書演説で、 「第1に アメ
リカの死活 的利害は世界 中にあり、それは東西両半球、全ての大陸に及ぶ。第2に 、我 々は自
由世界における全ての国と利害を共有 している」 とも語 っている(s4)。
自由や民主主義の擁護に限らず、およそ倫理 ・原則 ・正義の擁護は分割不可能、相対化不可
能、切 り売 り不可能 とみるアメ リカー流の潔癖な規範意識の宿命的帰結 だったのか否かは措 く
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として、いずれに して も、以上の証言か らも示唆され るように、:重要度や利益の優先順位に応
じた地域 の序列化 と選別は否定 され、あ らゆる利益は一様に死活的で 「分割不可能」とされた
のであり、 したが って 「選択不可能」であった。戦略的価値 と危機が相互連関 していると認識
されていた以上は、なおのこと 「選択不可能」であ った。
ケネディは63年9月 にこう言 った。 「もしアメ リカがためらうようなことがあれば、私の
みるところ、全世界は必然的に共産陣営 に傾斜す る」。こうした観点に立てば、戦略的重要度
の地域間格差 はもはやな くなる。 じじつ61年彼は、 「本質的でない地域 とは一体 どこなのか、
私には分か らない」と語 ったという(85)。このように如何なる地域の如何なる危機にも毅然 と
した対応を示 さねば、アメリカの全世界的な威信が揺 らぐと想定 した以上は、クレディビリテ
ィもまた分割不可能であ った。一事が万事なのである。利益 とクレディ ビリテ ィの相対性 と選
別を排除 して普遍的関与をモッ トーとしたとなれば、アメ リカの威信をテス トする会場 と時間
と試験問題の難易度を選定す るイニシアチヴは 「敵」の手に握 られることになる(86)。選 り好
みはもはやで きな くな った。
ベ トナム関与にク レディビリテ ィ実証の象徴的意義が託 されたとなれば、軍事的な完勝、少
な くとも 「敵」の徹底的な物理的破壊は必ず しも必要ではな くなって しまう。事実、マ クナマ
ラの補佐官が64年末にまとめた文書はこう述べた。 「いかなる軍事行動 もそれ 自体が目標 とな
ってはな らない」(87)。徹底的に痛めつけてはならぬ、 とす る方針の背後には、行き過ぎた軍
事行動は中ソの介入を挑発 しかねないとの懸念 もあったであろうが、クレディビリティ実証 と
いう前提か ら導出 しうる結論でもあろう。ではどう行動すべ きか。同文書はこう答えた。
我 々の軍事力 は、我 々の対外政策遂行の手段と して、控えめに調整 し、限定 し、制御 し、
そして用心深 く行使 しなければならない(88)。
要は 「限定戦争」に徹すべきとの主張に他な らない。66年2月7日、マ ックスウェル ・テーラ
ー(MaxwellD.Taylor)元統合参謀本部議長が述べた 「ベ トナムでの米国の戦略は、目的、戦
域、採用されるべ き兵器 と兵力、および攻撃 目標の点で限定 されている」(8g)の証言 も示す通
り、戦争を 「限定」 し、北ベ トナムと 「ベ トコン」による攻撃の度合いに応 じて、軍事圧力を
段階的に加重 してゆ く戦略が、周知のように、ケネディか らジョンソン期にかけて米国がベ ト
ナムで採用 した基本的な戦略哲学であった。
ここでは 「限定戦争」概念の理論的系譜やその意味、そこに込められ た機能を逐一点検す る
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ゆとりはない。さし当た り、そこには、局地的な危機です ら大国間の全面核戦争に短絡す るか、
さもなければ何 もせずに屈服するかのいずれかになると目されたアイゼンハ ワー政権による核
偏重の硬直 した戦略を克服 し、柔軟な戦略上のオプションを復活 させる狙いと並んで、アメ リ
カの 「決意の程」を 「適度に控えめな」形で敵 と味方の双方に合図する狙いも込め られていた
ことをここでは指摘するにとどめよう。このような発想は、ケネディ政権下で国務省情報局長
を務めた ヒルズマ ン(RogerHilsman)による、1961年のラオス危機への対応を回顧 した記述か
らも見て取れる。
彼 ら[米政府 ・軍:部の指導者]は 、共産側が局地的に限定 された脅威を もって、われわれ
の力 と決意を試すであろうと考えた。そ して、 もしわれわれが、この種の脅威 に断固 とし
て、 しかも適度に控え 目な反応をもって応えることができないとすれば、すなわち侵略を
抑止す るに十分な力を用いつつ、 しか も共産側 にわれわれが何 らかの裏面の動機を もって
いると、信 じこませることのない程度に力の行使を控えなが ら反応す ることができないと
すれば、結局は戦争か撤退かという白か黒かの選択を回避することが困難にな るであろう
と確信 していたのである(go)。
1961年10月、テーラーは、南ベ トナムに6千 ～8千 人の米戦闘部隊を派遣すべきである、 と大
統領 に進言 した。その 目的 も、以下の進言内容が語る通 り、アメ リカのコ ミッ トメ ン トを誇示
することに置かれていた。
こうした戦闘部隊の投入ほど、南ベ トナムの政府 と住民、および東南アジアの米国の友邦
国に対 して米国の意図の誠実 さを確信させ、安心感を与える行為は有 り得ない(91)。
兵力投入に込める主 目的が、軍事的完勝 というよりむ しろ米国の決意の シグナルを伝え ること
に置かれた となれば、投入される兵力の質その もの もさして問題 とされな くなる可能性 もあり
得た。事実、最初に投入 された戦闘部隊 として65年3月ダナンに上陸 した海兵隊の場合 も、国
防次官補マクノー トンは、アメ リカの決意を伝えるには余 りに 「ヘビー」すぎる部隊である、
との理由か ら、その投入に一時異論を唱えたのである(g2)。
1965年1月6日、国務次官補ウィ リアム ・バ ンディ(WilliamP.Bundy)は、長官宛覚書きの
中で、ベ トナムにおける米国の姿勢が弱々しく逃げ腰であるとの印象を、アジア諸国に与えて
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いるようだ、 と注意を促 し、そうしたあらぬ誤解を解 くためにも、米軍介入の強化や 「北」へ
の軍事圧力を含む 「もっと強力な行動」を採用すべきである、と具申 した。そうした行動が南
ベ トナムの安定 という望ま しい成果をもた らす保証 はない し、一部の国から非難 もされようが、
と認めつつ も、それでも 「強力な行動」を とっておけば、としてこう続けた。 「た とえ南ベ ト
ナムが徐 々に瓦解 し、最終的に共産主義者に奪取される結果 になろうとも、アジア人の 目に、
アメ リカはやれるだけのことはや った、 という印象を与えられるであろ う」(g3)。
限定戦争を通 じて軍事関与にアメ リカの決意を印象づけるクレデ ィビリティ実証の思惑を込
める発想には、致命的 となりうる仮定が半ば自明の前提 として潜んでいた。こうした発想の代
表格で もあ ったテーラーが、駐サイゴン大使を務めていた当時の65年1月6日 、本省に宛てた
公電はその ことを露呈 した例の一つ といえよう。
私の考えます ところ、フェイズHプ ログラム[ラ オス内共産側補給路 と北ベ トナムとに対
す る段階的な軍事圧力の行使 一木之内]は 、(中 略)爆 撃に頼 って勝利す ることを目標 と
す るものではな く、北ベ トナムの指導者たちの意志に圧力を加えるために、軍事的に優越
した我 々の武器庫の中で最 も柔軟な武器を用いることを主眼 としてお ります。実践的思考
の人 間(practicalmen)として、北ベ トナム指導者は十年間もかけて苦労の末に手に入れ
た成果を、脅威を除去す る何 らかの和解の糸口も見いだせないままに、徐 々にエスカ レー
トされていく我々の空爆(彼 らにはこれを阻止する手だてはありません)に よってむざむ
ざ破壊 されてゆ く有 り様を指を くわえて眺めていたい、 とは思わないはずです。いずれに
しま しても、我々の攻撃を、敵に最大限の物理的破壊を加えるとい う目的ではな く、ハノ
イの心理に最大限のス トレスを生 じさせるという目的に適合 させ るべ く調整す ることが肝
要か と存 じます(g4)。
以上に挙げた証言例か ら示唆 されて くるのは、 アメ リカはベ トナムでの危機を、その気にな り
さえすれば、アメ リカのサジ加減一つで 自在に 「制御」 し、 「調整」 し、 「限定」す ることが
できるとの幻想であ り、また、軍事圧力を累進的にゆっくりと高めていけば、敵は損得を合理
的に計算 して損の方が大 きいとの結論に達 し譲歩す るに決ま っている、 との幻想である。
こうした幻想のいずれ もが破綻 したことは多言を要すまい。限定的エスカ レーションは、マ
クジ ョー ジ ・バ ンディが 「今後 もっと悪い事態が起きるか もしれない、 と常 にハ ノイに匂わせ
るように力を行使 しなければならない」(g5)と記 した通 り、一つの行為が、次の より大きな圧
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力を予告 しようとする。だが逆に、一段階上の圧力を予告す る程度にしか 「脅迫」 とな らない。
その限 りで、 「敵」を安堵 させ士気を高める逆効果 とな り得 るばか りか、軍事圧力への対応策
を敵に学習 させる余裕 さえ与えた とも言 えよう(g6)。こうした戦略を通 じて敵 に伝えようとし
た 「決意と自制」の矛盾的メ ッセージが、実際には 「自制」のみ しか受信されない危険 もあっ
た。 これでは、 「敵」に 「臆病」を印象づけて しまうか、 さもなければ、敵にダメージか らの
回復の機会を与え ることで 「頑張れ」 と激励を送 っているも同然にな りかねず(g7)、下手をす
ればその両方であった。そ もそ もアメリカ自身が クレディビリテ ィとい う損得度外視の非合理
的な考慮 に執着 していなが ら、敵 に対 しては合理的人間像を仮定す るところに も矛盾があった。
たとえその仮定が正 しいとして も、損得の計算方法がアメ リカの想定と同 じである保証 はなか
った。アメ リカは戦争を限定できるとの幻想に浸 っていたとして も、北ベ トナムや 「ベ トコン」
にはそれに付き合 う気は更々な く、初めか ら 「全面戦争」の構えであった。
限定的エスカ レーションを もその一環 とする、いわゆる 「柔軟反応戦略」をケネデ ィ、ジ ョ
ンソン政権が採用 した背景には、普遍的関与の公約によって関与地域選択権 というオプション
を喪失 して しまった不利を、軍事行動を段階化 して選択可能なオプションにす ることで相殺す
る狙い もあったのであろう(g3)。だが少な くともベ トナムで現実は裏 目に出た。68年3月20日、
国防次官補エ ンソベ ン(AlainEnthoven)が新長官ク リフォー ド(ClarkClifford)に提出し
た覚書きによると、
ベ トナムでの戦争で重要な事実は、敵が戦闘の数 ・規模 ・激 しさを制御することによ り、
かな りの程度、 自分達の損耗率を制御す ることができるという点にある。敵はいざとなれ
ば、半永久的に堪え忍ぷこともできる程度に、その損耗率を限定 してお く能力を備えてい
る。 したが って、彼 らに耐え難い程度の損耗を追加 していくことによって、ベ トコンと北
ベ トナムを農村部か ら一掃できるとか、この戦争に 「勝てる」と考えるのは誤 りである
C99)a
アメ リカの実力 と決意の程 は拝ませてや らなければな らない、 しか し政治的解決の可能性を
ぶ ち壊 しに した り、中ソの介入を挑発 しうるほどや り過 ぎてはならない、要は 「南ベ トナムに




戦闘の現場 における具体的で明快な行動指針と して翻訳 され にくかった ことにある。最前線の
軍人にとって、限定的だろうが全面的だ ろうが、敵 と生死を賭けた戦争であることに変わ りは
なか った。 まして 目的が 「敵の壊滅」ではな く、 「米国の決意を伝達 して敵 に心理的圧力をか
けること」 という雲をつかむような内容では、個 々の戦闘で具体的にどう行動 した らよいのか
軍人が途方に暮れて、不完全燃焼のフラス トレーションを募 らせるのは 自然の道理であろう。
じじつガセ ックとローゼ ンは、ベ トナム戦争に従軍経験のある軍人が、彼 らの理解(誤 解 も含






全世界的なクレディビリテ ィ実証のためとあ らば如何なる危機の収拾にも利益を度外視 して
毅然たる対応を示 さねばな らない、とす る姿勢 は、理性を失 した無分別な行動 に映 り、別の意
味でアメ リカのクレデ ィビリティを傷つ ける可能性 も一方で存在 した。1964年7月1日、国務
長官 ラス クは、アメ リカが東南アジアに首を突 っ込みすぎているのではないか と憂慮を示 した
駐米 フランス大使アルファン(HerveAlphand)に、 「アメリカにとって南ベ トナム防衛は、ベ
ル リンの防衛 と同じ意義を有 している」 と答えた。大使は 「欧州の重要性は計 り知れない。ベ
ル リン喪失 は西側 の安全保障を根底から揺さぶ ろうが、南ベ トナムを失 ったところで西側にと
っては別にどうということはない筈だ」 と論駁 した。それで もラスクは、 「もし我 々が南ベ ト
ナムから手を引けば、ベル リンに関する米国の保証は信頼性(credibility)を失 うだろう。 ど
ちらも共産主義拡大を阻止す る同一の闘争を構成 している」 と譲 らなか った。そんなことはな
い、 とアル ファンは食 い下が ったが、結局、ベ トナムをベル リンと同列視す るアメ リカの愚見
を戒めるフランス側 と、それに真 っ向か ら反論す るアメリカ側の議論は平行線を辿 っただけに
終わ った(103)。
ところで1964年6月9日、CIAは 、今後イン ドシナのような、はるか遠 くの場所にアメ リ
カが関与 し続けた場合どうなるかを次のように警告 した。 「いったん域外大国が(第 三世界の
紛争に)巻 き込まれたな らば、その地域の内在的価値や戦略的価値とは不釣 り合いなほど国家
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の威信をかけるような危機が発生することもあ りうる」(1⑳。
その後の事態は この警告を証明する過程に他な らなか った と言えようが、ここで確認すべき
は、些か逆説的かつ同義反復的であるが、ベ トナムに米国のクレデ ィビリティが賭 けられて し
ま ったのは、アメ リカ 自身がそう信 じ、また内外にそ う公言 したか らであった とい うことであ
る。 これを所謂 「自己充足的予言」の一種 として説明する必要はなかろう。ことはク レデ ィビ
リティに限らず、およそ或 る事物の価値なり意義が、 内在的 ・先験的に発生することは有 り得
ない。社会学的了解に従 うなら、価値 とは客体に付与 され る性質であり、言い換えると、誰か
が、その事物にこれ これ しか じかの価値あり、 と認定することによって初めて価値が生 じる。
ベ トナムの戦略上、経済上の価値、そ して クレディビリテ ィ実証の舞台 としての象徴的な価値
も、 こうした認定行為の関数 とい う例に洩れない。 トルーマン政権下で国務長官を務めたマー
シャル(GeorgeC.Marshall)は、 「諸君、この問題をあま りに軍事的な観点か ら話 さないよう
に しよう。 さもないと、 これは軍事問題となって しまうか らである」と語 ったとされる(105)。
この警告中の、 「軍事」の表現を 「ク レデ ィビリティ」と置き換えてもそのまま通用可能であ
ろう。マー シャルの警告が、混迷の度を深めるベ トナムを特に評 しようとした ものかは定かで
ないが、いずれにせよ、自ら或る対象に認定 した価値や意義が、逆にそれを認定 した当人を翻
弄す る主客転倒の危険を予知 した発言 として意義深い。 こうした危険をおそ らくは自覚 した も
う一人の政府要人の証言例 として、ダ レスが金門 ・馬祖島危機への対応をめ ぐって残 した発言
を本章の最後に引いてお く。
デ ィエ ンビエ ンフーの教訓を忘れてはな らない。 もともと些細な価値 しかない前哨地 と認
識されていた所なのに、徐 々にひとつの象徴へと祭 り上げ られて しま った。そのために、
あそ こが倒れたら全て も倒れる結果となって しまったのである。同 じ過ちを金門 ・馬祖に
ついて繰 り返 してはならない(106)。
lV.ド ル ・オ ー ク シ ョ ン
(1)関与 したから関与す る
地域介入にクレディビリティを実証する象徴的意義を託すことで介入 自体が 自己 目的化する
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危険性は、関与の既成事実の累積そのものを規範 とみる傾向によって更に高め られた。平た く
いうと、 「既にここまで関与 して しまった以上、今 さら手を引けない」、 「ここでやめた ら顔
が立たない」、 「ここで諦めた ら今までの苦労が無駄になる。死んだ者 も浮かばれない」 とし
て、関与の続行を自他 ともに納得 させようとす る傾向である。ギ ャンブルの場で、負けがこん
でいる人 間が、それまでにス ッた金を取 り戻すためにはゲームを続けるしかないとばか りに、
一発逆転をかけて、さらに賭 け金を追加 してい く姿に似ていると言 って もよい。
「投資の罠(InvestmentTrap)」、あるいはゲーム理論で 「ドル ・オークシ ョン
(DollarAuction)」(107)とも呼ばれたこの心理に惑わされるほどベ トナム戦争当時のアメ リ
カ政府は愚かではない、そ ういうことを示す証言は公的 ・私的を問わず殆 ど確認できない、と
の指摘がなされた こともあるが(108)、事実はむ しろ逆である。証言例を幾つか辿 ってみよう。
トルーマ ン政権下で、米国のイ ンドシナ関与の口火を切 った立て役者の一人アチソンは、危
険は重々承知 しているが 「手をつ けた以上、今 さら後には引 けない」(10g)と語 った。1964-65
年当時、アメリカのベ トナム政策の策定 に携わ った或る関係者は、当時を振 り返 り、 「我々の
過去の行動 によって、関与が既に着手 されて しまった以上、戦争をエスカ レー トす る以外に選
択肢はない、と了解 されていた」 と告白 している(110)。ラスクもまた回想録で こう述懐 した。
北ベ トナムに対す る持続的爆撃についての私の勧告はどういうものだったか。 … 私は
(北ベ トナムへの持続的爆撃を進めるべきではなく)南 ベ トナム人に助言を与え、彼 らを
補助するという我 々の(現 行の)政 策をあ くまで も貫 くべき、 と考えていた。だが、この
段階、つ まり1964年末に至って賭け金(stake)はあまりに高 くなりすぎた。そのために、
あっさりと引き下がることはできな くな って しまったのだ(111)。
ラスクの息子は、 この回想録に寄せた解説の中で、 「い ったん米軍が投入 された以上は、 もは
や引き返す ことはできない。 これこそが、ベ トナムについてのディーン ・ラス クの助言のエ ッ
セ ンスであった」 と綴ってい る(ll2)。
マ クジョー ジ ・バ ンデ ィは、アメ リカが北ベ トナムに対す る持続的爆撃へ と傾斜する上で決
定的な働きを したとされる65年2月7日の覚書きの中で、 「アメリカは既に莫大に投資 してい
る。アメ リカの責任は、アジアの状況の中で、世界の状況の 中で、何人 も否定できない事実で
ある」 とした上で、 「重荷をベ トナム人に肩代わりさせる道はな く、また現在、交渉によりベ
トナムか ら引き揚 げる道で、誠実 な期待にこたえ られるようなものは一つ もない」と、介入の
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続行以外の選択肢を、理 由を一切抜きで排除 した。
1966年1月18日にマ クノー トンが提出 した覚書 きの表現は、さらに一段 と露骨である。
それぞれの決定の段階で我々はギ ャンブルを した。いずれの段階で も、我 々のコ ミッ1
ントを中途で打 ち切 ることによって我々の実効性にダメージが生 じるのを避けるため1こ
我々は賭け金(ante)を追加 した。我々は中途で手を引いた りは しなか らた。そ して4
賭け金(お よびコ ミッ トメ ン ト)は途方 もな く高 くはねあがっている(113)。
こうした証言を読むと、丸山眞男が 「既成事実への屈服」と評 した極東軍事裁判での 「戦犯」
の弁明が彷彿されるかもしれない。丸山の論文に引用 された数 々のそうした弁明の ごく一部を
重引するならば、
東郷[茂 徳]も 三国同盟について(中 略)賛 成だったか反対だったかを問われて、 「私の
個人的意見は反対であ りま したがすべて物事にはな り行 きがあ ります。 … … すなわち前
にきまった政策が一旦既成事実にな った以上は、 これを変え ることは甚だ簡単ではありま
せん」 と答え、 ・・… ・小磯[国 昭]の 答は これまた例のごと く 「われわれ 日本人の行き方
として、自分の意見 は意見、議論は議論 といた しま して、国策がいや しくも決定せ られま
した以上、われわれはその国策に従 って努力するというのがわれわれに課された従来の慣
習であり、また尊重せ らるる行き方であります」 ・・… ・松井石根もまたr大 亜細亜主義』
誌上で、 「今に して英米 と妥協 してアングロサクソンとの協力によって事後処理に当たろ
うなどという考えを起 して どうして十万の英霊に顔向けをできようか。蓋 し十万の英霊の
名に於いて吾人 は絶対に対米妥協に反対である」 と気勢を挙げている(114)。
「軍 国支配者」の こうした 「既成事実への屈服」は、 「戦犯」の場合、法廷での追及をかわす
その場限 りの見苦 しい逃げ口上という一面もあったのか もしれないのに対 し、ベ トナム戦争に
関わった米政府当事者の発言の場合は既成事実をむ しろより積極的に、それ も戦争 「当時」に
おいてす ら承認する傾向がみ られる点が特徴であ り、少な くとも日本の 「戦犯」の弁解か ら漂




アイゼ ンハ ワー、ケネディ、そ して私の3人 の大統領は11年間にわたって、 この小 さいが
勇敢な国家の防衛を助けるために努力 し、約束 してきた。 この約束に激励 されて、南ベ ト
ナムの人々は長い間戦ってきた。何千人 もが生命を失い、 さらに何千人 もの戦争の傷跡を
受けて きた。われわれには絶対、いまにな って約束を無視 した り、われわれを信頼 した人
びとを裏切 って、それに続 くであろう恐怖 と弾圧 と殺人 に彼 らを追いやることはできない
(115)0
既成事実への屈服 とも屈従とも、はたまた逃避 とも解消 しきれぬ何が しか一定の積極的意義を
既成事実 に置こうとする姿勢が窺え るとはいえ、ベ トナム政策当事者の証言は、 「戦犯」のそ
れ と論法が不思議なほど似ていた。マクナマラは 「戦争というものは、それ 自身の勢いを生み
だし、予想外の因果律 という法則 に従 う。ベ トナム も例外ではなかった。」(116)と記 し、キ ッ
シンジャーも、ニ クソ ン(RichardM.Nixon)政権参画当時のベ トナム戦争への心境を次の通
り回顧 した。
二代の米政権、5つ の同盟国、3万1千 人の米人戦死者が関与 してきた事業か ら、まるで
テ レビ受像機のチ ャンネルを切 り換えるように簡単にアメ リカが手を引くことはできない。
・… ・米国民がベ トナム戦争終結を望んでいることは明 らかだ った。・… 同時に、国家の
ために傷っき、あるいは死んでいった子弟を持つ家族が、あ とになって、その犠牲はムダ
であった、と結論づ けられるのは堪え られない、 という気持ちも座視できなかった(117)。
(3)仮説 としての一貫性原理
関与の既成事実を規範 として、その後の関与を不断に再生産 し、関与の継続以外の選択肢を
自ら排除 しようとす るこうした 「非理性的」な態度は、 「それ以外にとりうる道がないと自ら
信 じ、相手方 も信 じこむような戦略状況でのみ、抑止力は信愚性 と迫真性を帯 びる」(118)とい
う抑止論 ・戦略論の命題 に通底するものがあるように も見える。 じじつ ジェン トル ソンは、関
与継続以外のいかなる選択肢 も許容 しないという一見 「非合理的」な姿勢こそが、実は関与の
実効性を保証す るためには 「合理的」であ り得 ると捉え る議論が、戦後米国の地域関与政策論
の中に少 なか らず確認できることを指摘 した(11g)。もっとも、副次的にはそう した効果が派生
したか もしれないが、アメ リカのベ トナム介入継続の場合、こうした 「計算つ くの非合理」と
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いう 「高等戦術」が意識的に実践 されていたとは思われない。 自分の過去の行為は意味のある
ものだ った と思 いたい、意味のあるものに したい、 という人間の基本的な性が禍い した ことが
やは り理 由の一つだったのではなかったか。引っ込みがつかなくなった苦境を、 「不退転の決
意」と言い張ることで、また過去の犠牲や献身 に対す る同情に訴えることで、情緒的に溶解 し
ようとす る心理が全 くなか ったと言い切れるだろうか。
既成事実 の累積を規範 とみる心理については、社会心理学が人間の行動を方向づける力 とし
て注 目する一貫性原理が、一つの解答を与えて きた。チ ャルデ ィー二によれば、人 間には 「自
分が既にしたことと一貫 していたい(そ して一貫 していると見 てもらいたい)と いう、ほとん
ど強迫的 ともいえる欲求」がある。そ して 「ひとたび決定を下 したり、ある立場をとると、そ
のコ ミットメントと一貫 した行動を取るように、個人的に も対人的にも圧力がかか ります。そ
のような圧力によって、私たちは前の決定を正当化す るように行動するのです」。 「ひとたび
立場を明確にすると、一貫性への欲求か ら… ・正 しい選択を したのだと、間違いな く十分 に満
足 しているのだ と、 自分 自身に信 じ込ませるのです」。
なぜ一貫性を保 とうとす る動機がか くも強いのか、その理由をチャルディー二は こう説明す
る。
日常生活の大部分の場面 において、一貫 していることは望ま しく適応的である ことを知 っ
てお く必要があ ります。 ∵・・他人の意見に左右 されて自分の意見をす ぐ変えて しまう男性
は優柔:不断で意志が弱いと見なされて しまいます。考えていることや言 っていることと実
際の行動 とが一致 しない人は、裏表のある人だ とか、頭がおか しいのではないか とうたが
われて しまいます。一方、それ らが一貫 している人は、人格的にも知的に も優れていると
考え られるのが普通です。一貫性 こそ、論理性、合理性、安定性、そ して誠実の核心をな
すものです。… ・一貫 した態度で物事に対処すれば、大体 において うま くやっていけるの
です。





題に対 して自分の立場をはっきりさせ、一貫 してそれに固執す ることは、非常に贅沢なこ
となのです。それ以上、問題について真剣に考える必要がな くなるのですから。関連す る
事実を明確にす るために、日々情報の嵐にもまれ る必要 もありません し、支持する情報 と
反対す る情報を考慮す るために精神的労力をさく必要 もあ りません。 もう困難 な決定 をす
る必要 もありません。
こう した機 械的 な一貫 性 には、 チ ャル デ ィー二 に よる と、
があ る。
「もう一つ もっと手 におえない魅力 」
私たちが考えることを避 けるのは、考える苦労のためだけでな く、考えることによって厳
しい結果が生 じるためであることが時々あります。… ・自動的な一貫性は、あらか じめプ
ログラムされてお り、よ く考えないで反応する方法なので、嫌なことを知 らないで済ませ
られ る安全な隠れ家を提供 して くれます。堅固な一貫性 という要塞の壁の中に閉 じ籠 って、
理性に攻撃 されて も頑 として受け入れないでい られるのです。
コミッ トメ ントの一貫性には 「合理」と 「非合理」の両極が同居 していることを、以上か ら読
みとることがで きる。 ちなみにチ ャルディー二は、人間には、自分が苦労 した行為(そ れが傍
から見て如何に馬鹿げていようと)の結果に、積極的 ・肯定的な価値を置こうとす る傾向があ
ることを、部族社会の通過儀礼や大学の新入生 いじめの事例をもとに紹介 してもいる(120)。日
常生活の場における個 々の人間を対象 として得 られた心理学の所見を国家の対外政策の説明に
どこまで援用できるか、議論の余地が残 ることは認めなければな らないが、前掲のベ トナム戦
争政策の当事者 の証言を見る限 り、その文言か らは類似性が少なか らず暗示されて くる。 「ア
メリカのコ ミッ トメン トの倫理的一貫性(integrityoftheAmericancommitment)は、わが
国の死命を制す る問題である。アメ リカの大統領がひとたびコ ミッ トメ ン トを した以上は、彼
の言 うことは信用を裏切 ってはならないのである」(121)。ラスクがベ トナム介入を回顧 して残
した この言葉は、そうした類似を暗示するもう一つのまたとない例 とは言えまいか。
(3)自縄 自縛
一旦 コ ミットメ ントをす ると、それと一貫 していたい、周 りか らもそう見 られたい、という
「強迫的」な欲求が 「自然 と」生ずるとした所見が米国のベ トナム戦争政策に も或 る程度承認
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しうるとす るならば、アメ リカはク レデ ィビリティと、こうした 「コミッ トメン トの一貫性」
への強迫的執着の二つのオブセ ッションでがん じが らめにな っていたと言 うこともできるだろ
う。 この二つのオブセ ッションは、現実には弁別が困難なほど多 くの面で重な り合 っていた と
言え ようが、必ず しも同一ではない。というの も、地域介入着手の前 と後で、 クレディビリテ
ィを失墜させる契機の意味が微妙に変容 したか らである。
ここまでに取 りあげた地域の危機(朝 鮮、 レバ ノン、金門 ・馬祖、そ してベ トナム)に 関わ
る直前までは、アメリカはそ うした危機に毅然 として関与 しなければ米 国の威信が傷つ くとの
態度をとった。 この種の趣 旨の証言例をここで改めて繰 り返す必要はあるまい。 この段階では
「コ ミッ トメン トー貫性保持」のオブセ ッションが働 く余地はまだない。
だが、ひとたび関与 して しまった以上は、これまた既に紹介済みの証言例が示す通 り、今度
は、関与を中途で打ち切れば米国の クレデ ィビリテ ィを失墜 させ ることになりかねない、 とす
る議論に入れ替わった。1964年末、マックスウ ェル ・テーラーは、 「もし我々が尻尾を巻いて
逃げ出せば、他のアジア地域、アフリカ、中南米に及ぼす影響は破滅的なものとなるであろう」
(122)と述べ、同年1月7日 マクナマラも、大統領に提出 した覚書きで、米 国が南ベ トナムへの
関与を打ち切れば、今後共産主義者による脅威 に曝され得る如何なる国 も、アメ リカには問題
処理 を最後まできちん とや り抜 く意志があるのだろうか、と疑いをいれて くることはまず間違
いない、 と注意を喚起 した(123)。
関与に着手す る時までは、 「着手」す ることが米国の威信を保証す ると見なされた。い った
ん着手されると今度は、関与を 「維持」することが米 国の威信を保証すると目された。 この後
者の段階において、 コ ミッ トメ ン トー 貫性保持の機械的 ・盲 目的そ して強迫的な欲求が うごめ
き出す条件が整 った。ことは信用にかかわるとなれば、おいそれと約束 は破れない、介入のコ
ス トが増大すればアメ リカは嫌気が さして撤退に踏み切るだろうと 「敵」は計算 しているに違
いない、同盟国もそうした事態にな りはすまいかとは らはらしなが ら見守 っているに相違 ない、
だと した らなおさら意地でもやめるわけにはいかない。
コ ミッ トメン トの貫徹に米国の威信が賭けられた として も、アメリカの支援を直接受ける側
に してみれば、支援の 「有 り難み」は、時間の経過 とともに風化 しやす い。61年II月初め、当
時大統領特別顧問だ ったシュレジンガー(ArthurM.Schlesinger,Jr.)に洩 らしたとされる
次のケネディの告 白は、そうした危険を予知 した証言の一つ として知 られてきた。
彼 ら[米 戦闘部隊の限定 的投入を同月初め勧告 したテーラーとロス トウ(W.W.Rostow)お
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よびその支持者 一木之内]は 、戦闘部隊投入が信頼回復 と士気の維持に必要だ と言 ってい
る。で もそれではベル リンとちっとも変わ らない。軍隊が行進 して入城す る。音楽隊が演
奏する。群衆 は喝采する。で も4日 もすれば皆きれいさっぱり忘れてしま うのだ。そこで
もっと軍隊を派遣せよとせがまれることになる。酒を一杯ひっかけるようなものだ。酔い
はどうせさめる。さめるともう一杯や らずにはいられな くなる(124)。
こうした危険は一部現実化 した と言えるか もしれない。サイゴン陥落寸前の1975年4月21日の
晩、 グエ ン ・ヴァン ・ティエウ(NguyenVanThieu)南ベ トナム大統領 は国民向け放送の中で
絶叫 した。rア メ リカ人が我 々をもう支援 した くないというのな ら、出ていくが良い。 とっと
と失せろ」(125)。
トルーマ ンか らジョンソンまでの歴代米政権がベ トナムでほぼ一貫 して当面 したジレンマの
一つ は、援助が先か、ベ トナムの内政改革が先か、という問題だ った。現地政府 じしんの手で
実効的な内政改革が達成されて政治的安定が実現 されるな ら、そ もそ も米国の援助など必要な
い。 しか し内政改革を安全に進めるために前 もって米国が援助に踏み切れば、現地政府は面倒
くさい内政改革をそれ以上進めるイ ンセ ンティヴを失 って しまう。かといって自主的な内政改
革が先決 として援助を手控えているうちに事態が悪化 したら、もはや内政改革 どころの騒 ぎで
はない。そこで慌てて駆 けつけて も、今度は、機能不全に陥 った混乱状況の中で、 しか も内政
改革に失敗 して支持を失 った政府に手を貸す一味 とみる現地住民の冷ややかな視線をあびなが
ら苦労を強いられる(126)。
しか しクレディビリティを重視 して関与の維持を大原則 としたならば、こう した ジレンマ も
幾分かは緩和されたことであろう。その代わ り、援助を受ける側が、アメ リカのコ ミットメン
ト堅持の方針は不変に して不動 という確信に安住 して、アメ リカの忠告に耳 を貸 さず、逆 に援
助だけは しゃぷ り取 ってアメリカを手玉にとる主客転倒の現象が生 じた。 ゴ ・ディン ・ジエム
(NgoDinhDiem)政権時代はその典型例と言えよう。被支援国に幾ば くかで も影響を及ぼす ど
ころか、却 って米 国が翻弄 されている、 という印象が、米国のク レディビリテ ィに とって、ど
う考えて もプラスにな らなか ったことは間違いない(127)。
繰 り返すな らば、ベ トナムにおいてコ ミッ トメ ントの維持 にアメ リカが こだわったのは、す
ごすごと撤退すれば、米国の威信 ・威圧感が全世界的に低下 し、世界各地で現状の転覆を窺う
共産分子が勢 いづ くだろうと想定 されたか らであった。 しか しここで、ギ ャデ ィスが次の如 く
暴いた通 り、危機を相互に連 関させている契機が転倒 した。
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た しか にベ トナム戦争初期には、中ソによる 「世界制覇」計画といった表現や言及が頻繁
に使われた。だが中ソ対立が否定すべ くもないほど明かになるにつれ、 こうした表現は影
をひそめていった。格率はその後、中国封 じ込めへ とシフ トした。 しか しそれ さえ実 はほ




多発を阻止 しうるとの想定に米政府指導者が立 っていた ことを示す証言例をここまでに確認 し
てきた。 とすれば仮 りに世界のいずれかで危機が発生 した場合、現実にはアメ リカに責任がな
くて も、責任があ った と自責す るか追及 される余地 もまた生 じたのではなか ったか。ケナン




とを防 ぐ能力を もっている、 したがってもし、それにもかかわらずいずれかの国で共産主
義者が勢力を伸長 した場合、その責任はつねにその時政権の座にあったアメ リカ政府側の
弱気、怠慢、あるいは適切な反共政策の欠如が存在 したためである それ[マ ッカーシ
ズムの反共 ヒステ リアー木之内〕はこのような見方を一般の人々に抱かせたのである。各
政権が このようなけ しからぬ非難に正面か ら対決 しなかったために、それ ら政権は くり返
し彼 らの犠牲 となった。その結果が ヴェトナムなのであ った(12g)。
ベ トナム介入が 「その結果」だったとしても、介入 自体がまた 「このような見方」を抱かせ、
「け しか らぬ非難」を生 じさせ得る墓穴を掘ったことを ここまでで示唆 して きたつ もりである。
その意味では、ベ トナム介入は 「このような見方」 と 「けしか らぬ非難」の結果であると同時
に原因ともな り得るような土壌を作 った と言え るだろう。
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V.お わ りに
本論で取 りあげた ドミノ、 クレディビリティ、 ドル ・オークシ ョン(既成事実の規範化)の
3つは、数 あるアメ リカのベ トナム介入の格率(原 因、動機、契機、 目的、そ して合理化 ・正
当化の言説の全てを含む)(130)の中で、かな り重要な部類に入るのではないかと筆者は考えて
いる。ラフィーバ ーは 「ドミノ理論はアメ リカ人を盤惑 した最 も危険な考えの一つ」(13Dと位
置づ けてお り、クレディビリティと既成事実の規範視 もまたベ トナム介入 とその継続の重要 な
格率 と位置づけてみせ る証言の例は紹介 した通 りである。もちろんベ トナム介入の格率の重要
度の厳密な量定 と比較な どはそもそ も不可能である(本 論で示 したように、介入 目的がパ ーセ
ンテージに数量化 された例はあるが、その算出根拠は一切謎である。 もっとも重要度の相対的
な優劣判定を知る手がか りにはなる)。 であるか らには、 「かな り重要」と曖昧に表現す るほ
かはないが、むろん、 これ ら3つ だけでアメリカのベ トナム戦争政策が殆 ど説明がついて しま
うとか、これら3つ 以外の格率が考慮に値 しないと言うつ もりは毛頭ない。本稿は、ベ トナム
に対する関与を手がか りとして、冷戦期アメリカの地域関与政策の合理化 ・正当化の言説 とそ
れに胚胎 された欺購と逆説を垣間みる一つの試論である。よ り実証的に点検す る作業は後 日の
課題 としたい。
注意すべきは、アメ リカのベ トナム介入に今 日か らみれば破綻が内包 されていたとして も、
そういう議論はえて して、当時のアメ リカの指導者がそうした問題を弁えて、 より 「賢明」に
行動 していれば 「勝てたはずだ」、 「もっとうま くやれたはずだ」、要するにアメリカが ミス
を しでか したのだ、という議論に結びつきやすいということである。戦争の起趨を左右 した要
因を専 らアメリカの 「愚行」のみに求めようとすれば、逆の意味で 「アメリカ全能の神話」に
かぶれるような解釈に通 じて しま う。これは避けなければな らない。
(追記)
本稿はr総 合的地域研究15:東南ア ジアを斬 るキーワー ド』で筆者が担 当した項 目 「ベ トナ
ム戦争」に大幅に加筆 したものである。従 って、記述が一部重複 していることをお断 りしたい。
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